
区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（福島区 ）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

「大きな公共を担う活力ある地域社会づくり」に向けて

豊かなコミュニティの実現

㋐
人と人とのつながりづくりの
促進

身近な地域の中で「声かけ」、「見守
り」、「助け合い」、「支え合い」を実感
している区民の割合

H29年度まで
に
50％以上

【4-2】
・これまで地域活動への関わりが薄かった
人たちをはじめ、あらゆる世代が、地域に
おける｢つながり｣や｢きずな｣の大切さを感
じられるようにする。

・住んでいる地域で、日頃から話をする相
手が増えたと感じている区民の割合：平成
27年度までに60％以上（区民モニターアン
ケート）

地域での支え合いを生み出す取り組みや、
地域課題を市民協働により解決する機会を
つくることで地域のつながりを推進する。

ア 24.7% 30.3% Ｂ Ｂ ｂ ―

引き続き地域での支え合いを生み出す取り
組みや、地域課題を市民協働により解決す
る機会をつくることで地域のつながりを推進
する。

多様な主体の協働（マルチパートナーシップ）の実現

①29.1％ 25.5% Ｂ

②22.0％ 33.0% Ｂ

③12.3％ 38.9% Ｂ

㋑
校区等地域を超えた多様な
主体のネットワーク拡充の
支援

校区等地域を超えたまちづくりに関す
る活動が、地域活動協議会をはじめ
地域団体や市民、NPO、企業など
様々な活動主体の連携・協働により
進められていると感じている区民の割
合

H29年度まで
に

50％以上

【4-1】
・地域活動協議会が地域課題解決の基盤
として今以上に機能する。

・地域運営にさまざまな活動主体が参画し、
会計をオープンにするなど、地域が一体と
なって運営されていると感じている区民の
割合：平成27年度までに80%以上

・地域のまちづくりに関するさまざまな活動
主体が幅広く参画し、民主的で開かれた組
織運営と会計の透明性を確保しながら自律
的な運営に取り組めるよう地域活動協議会
を積極的に支援するとともに、そうした地域
運営を行うために形成された地域活動協議
会による法人格の取得など社会的信用を
高めるための取組を支援する。

ア 12.3% 38.9% B B ｂ ―

複数の取り組みで目標に達することができ
なかったが、今後は「豊かな地域社会の形
成に向けた区政運営基本方針」に基づい
て、各種事業に取組む。

地域資源の循環

㋐
地域資源が活用されやす
い仕組みづくり

平成27年度中に地域資源に関する情
報が得られる仕組みを立ち上げる。

―

【4-1】
・住民が地域活動に今以上に参加しやすい
状態。

・地域活動を始めたいときにどうすればい
いかなど地域活動に参画しやすい環境が
整っていると感じている区民の割合：平成
27年度までに60%以上

・これまで地域活動への関わりが薄かった
人たちなどより幅広い人たちが地域団体の
活動に理解を示し参画するよう、組織運営・
会計の透明性の確保などについて支援す
る。 ア 22.0% 33.0% B B ｂ ―

複数の取り組みで目標に達することができ
なかったが、今後は「豊かな地域社会の形
成に向けた区政運営基本方針」に基づい
て、各種事業に取組む。

㋑
地域資源の循環による継
続的な地域活動の促進

地域社会における課題の解決やニー
ズへの対応に向け住民が新たに取り
組む継続的な活動（コミュニティ・ビジ
ネス、ソーシャル・ビジネス）が創出さ
れた件数

H29年度まで
に

１件以上

【4-1】
・地域活動協議会が地域課題解決の基盤
として今以上に機能する。

・地域活動を始めたいときにどうすればい
いかなど地域活動に参画しやすい環境が
整っていると感じている区民の割合：平成
27年度までに60%以上

・地域のまちづくりに関するさまざまな活動
主体が幅広く参画し、民主的で開かれた組
織運営と会計の透明性を確保しながら自律
的な運営に取り組めるよう地域活動協議会
を積極的に支援するとともに、そうした地域
運営を行うために形成された地域活動協議
会による法人格の取得など社会的信用を
高めるための取組を支援する。 ア 22.0% 33.0% B B ｂ ―

複数の取り組みで目標に達することができ
なかったが、今後は「豊かな地域社会の形
成に向けた区政運営基本方針」に基づい
て、各種事業に取組む。

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成27年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策

（１）

（２）

㋐
地域活動協議会を核とした
自立した地域運営の支援

前年度 　A：順調
　B：順調でない

1

―

複数の取り組みで目標に達することができ
なかったが、今後は「豊かな地域社会の形
成に向けた区政運営基本方針」に基づい
て、各種事業に取組む。

校区等地域において、様々な活動主
体が協働し、その話し合いのもと合意
を形成し自ら地域課題の解決に取り
組むなど、地域が自律的に運営され
ていると感じている区民の割合

H29年度まで
に

50％以上

【4-1】
・地域団体が、より一層民主的で開かれた
組織運営のもと活動できるようになる。
・住民が地域活動に今以上に参加しやすい
状態。
・地域活動協議会が地域課題解決の基盤
として今以上に機能する。

①住んでいる地域で、地域団体の活動内
容や会計の状況を知る機会が増えたと感じ
ている区民の割合：平成27年度までに60%
以上

②地域活動を始めたいときにどうすればい
いかなど地域活動に参画しやすい環境が
整っていると感じている区民の割合：平成
27年度までに60%以上

③地域運営にさまざまな活動主体が参画
し、会計をオープンにするなど、地域が一体
となって運営されていると感じている区民の
割合：平成27年度までに80%以上

・これまで地域活動への関わりが薄かった
人たちなどより幅広い人たちが地域団体の
活動に理解を示し参画するよう、組織運営・
会計の透明性の確保などについて支援す
る。

・地域活動に関心のある人たちやこれまで
地域活動に関わりの薄かった人たちが、新
たな地域活動の担い手として活動できる機
会や場の拡充、これらの人たちと地域で活
動している人たちの交流の機会づくりを積
極的に行う。

・地域のまちづくりに関するさまざまな活動
主体が幅広く参画し、民主的で開かれた組
織運営と会計の透明性を確保しながら自律
的な運営に取り組めるよう地域活動協議会
を積極的に支援するとともに、そうした地域
運営を行うために形成された地域活動協議
会による法人格の取得など社会的信用を
高めるための取組を支援する。

ア

（３）

Ｂ ｂ



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（福島区 ）

「大きな公共を担う活力ある地域社会づくり」に向けて

豊かなコミュニティの実現

㋐
人と人とのつながりづくりの
促進

身近な地域の中で「声かけ」、「見守
り」、「助け合い」、「支え合い」を実感
している区民の割合

H29年度まで
に
50％以上

多様な主体の協働（マルチパートナーシップ）の実現

㋑
校区等地域を超えた多様な
主体のネットワーク拡充の
支援

校区等地域を超えたまちづくりに関す
る活動が、地域活動協議会をはじめ
地域団体や市民、NPO、企業など
様々な活動主体の連携・協働により
進められていると感じている区民の割
合

H29年度まで
に

50％以上

地域資源の循環

㋐
地域資源が活用されやす
い仕組みづくり

平成27年度中に地域資源に関する情
報が得られる仕組みを立ち上げる。

―

㋑
地域資源の循環による継
続的な地域活動の促進

地域社会における課題の解決やニー
ズへの対応に向け住民が新たに取り
組む継続的な活動（コミュニティ・ビジ
ネス、ソーシャル・ビジネス）が創出さ
れた件数

H29年度まで
に

１件以上

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

（１）

（２）

㋐
地域活動協議会を核とした
自立した地域運営の支援

1

校区等地域において、様々な活動主
体が協働し、その話し合いのもと合意
を形成し自ら地域課題の解決に取り
組むなど、地域が自律的に運営され
ていると感じている区民の割合

H29年度まで
に

50％以上

（３）

○：有効
×：有効でないため見

直す

【4-2-1】
・高齢者や障がい者の日常生活の軽
微なニーズに対し、身近な地域の有償
ボランティアにより支えることができる
よう、マッチングを行う。

・年間1000件以上のマッチングをめざ
す。また、活動登録数100名をめざす。

マッチング件数が600件未満の場合は
事業を再構築する。

・平成25年度実績（事業期間7月～3
月）利用者登録数　52名、活動者登録
数　28名、マッチング件数（延べ）　203
件

・平成26年度実績（4月～3月）利用者
登録数　102名、活動者登録数　55
名、マッチング件数（延べ）　566件

・事業の実務を担うコーディネーターを
前年度の1名から2名に増員し、地域
の需要を掘り起こすため、高齢者食事
サービスの会場などでも事業の周知
に努め、昨年度を上回る利用実績を
達成した。

・マッチング件数　709件
・活動登録数　61名

②(ⅰ) ○

　
・年度後半から区民を対象に地道で直
接的な働きかけを行い実績を伸ばす
ことができた。継続的に需要を掘り起
こしていく必要がある。

・口コミで利用者の紹介をお願いする
など様々な取組みで利用者を増やす
ことができたので、引き続き積極的な
事業の周知などを通して新たな利用
者の発掘に努める。

　

【4-1-1】
・地域団体に交付した公金の使途を
ホームページ等を用いて公表するとと
もに、公表の事実を区広報紙（年間3
回程度）等で地域に積極的に発信す
る。

・補助金の使途の公表のホームペー
ジへの掲載
　：10校区等地域

区のホームページ等での補助金の使
途の公表ができなければ、支援の方
法を見直すなど事業を再構築する。

・補助金の使途の公表のホームペー
ジへの掲載
　：10校区等地域

・補助金の使途については、全校区分
をホームページで公表した。

・10校区

①(ⅱ) ○

・公表の事実について、区広報紙など
で発信することについて、効果的なタ
イミングを逸したため、平成27度は実
施できなかった。

・補助金の使途が確定し、ホームペー
ジで公開したタイミングを逸することな
く区広報紙に情報を発信するなど、効
果的に会計の透明性を確保すること
に努める。

【4-1-3】
・地域団体やNPO、企業などさまざま
な活動主体が連携･協働に向けて意
見交換や話し合いなどの交流の場を
年間2回程度提供するとともに、中間
支援組織の活用も図りながら活動主
体間の連携･協働をコーディネートする
仕組みを構築し運営する。

・地域活動への企業・団体の参加の実
例：4団体以上

・地域活動への企業・団体の参加の実
例が2団体以下ならば、交流の場の開
催の仕方やコーディネートの方法を見
直すなど、事業を再構築する。

―

・中間支援組織が中心となって、地域
団体や企業などさまざまな活動主体
が話しあえる交流の場となるコミュニ
ティサロンを4回実施した。

・区内で事業を行っている民間事業者
など7団体

①(ⅰ) ○

・校区等地域を越える様々な課題等に
ついて、多様な活動主体が顔をあわ
せてまちづくりについて話し合える場
が少ない。

・校区等地域を越える様々な課題等に
ついて、地域団体、市民、NPO、企業
など多様な活動主体が連携し、広域
的な対応も視野に入れ、互いに補完し
ながら協働して取り組んでいくネット
ワークを拡充するために、顔をあわせ
てまちづくりについて話し合える場をこ
れまでのスポット開設から常設の場を
設定するなど、拡充して様々な支援を
行う。

【4-1-2】
・中間支援組織も活用しながら、地域
で行われている活動の情報を区HPや
広報物（年間3回程度）等で発信し、地
域で求められている新たな担い手を
地域活動へ誘導していく。

・新たな担い手の参加があったと感じ
た地域数：4校区等地域

・新たな担い手の参加があったと感じ
た地域数が、２校区等地域以下なら
ば、情報提供方法等を見直し事業を
再構築する。

―

・区広報紙などで地域の活動を紹介す
るとともに、中間支援組織から地域活
動への参加を促す冊子を発行するな
ど新たな担い手発掘支援に努めた。

・6校区等地域

①(ⅰ) ○

・いずれの地域も担い手の高齢化が
進んでおり、引き続き新たな担い手の
発掘支援を継続する必要がある。

―

【4-1-5】
・中間支援組織も活用して、コミュニ
ティ・ビジネスやソーシャル・ビジネス
や事務事業の社会的ビジネス化につ
いての意義やメリット、具体的な事例
の紹介やその情報等を提供する場を
年間2回程度設け、コーディネートを行
う仕組みづくり、各種研修等の実施、
相談体制の整備等進めていく。

・紹介する場に参加した人のうち、コ
ミュニティ・ビジネスやソーシャル・ビジ
ネスや事務事業の社会的ビジネス化
についての意義等を理解できたと答え
た参加者の割合　50％以上

・コミュニティ・ビジネスやソーシャル・
ビジネスの意義等を理解できたと答え
た参加者の割合が30%に満たない場
合は、事業を再構築する。

・コミュニティ・ビジネスやソーシャル・
ビジネスの意義やメリットについて理
解している。区民24.7％　職員未測定

・コミュニティ・ビジネス/ソーシャル・ビ
ジネスの具体的な事業提案を行い、2
地域(上福地区･野田地区)については
検討に係る説明会を実施した。

18.0%

③ ○

・具体的なコミュニティ・ビジネス/ソー
シャル・ビジネスの実施と絡めて考え
ると、人手や担い手の負担など様々な
課題があり、意義を納得しづらいとい
う声が多い。

・少ない負担から始められるコミュニ
ティ・ビジネス/ソーシャル・ビジネス事
例を探すなど、地域が理解しやすいか
たちで引き続き周知に努める。

平成27年度

具体的取組

計画 自己評価

取組内容 課題 改善策　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況
戦略に対する
取組の有効性

【4-1-4】
・さまざまな活動主体に対して地域活
動協議会への参画を促す。
・地域活動協議会に対し、より民主的
で開かれた組織運営と会計の透明性
が確保できるよう支援する仕組みを構
築する。・将来的な社会的信用の向上
のため、地域活動協議会に法人格取
得の意義についての説明・啓発を行う
場を年間2回程度設ける。

・地域活動協議会が、地域課題やニー
ズの把握ができていて、それを解決す
るための活動ができていると感じてい
る。：8校区等地域

・地域課題やニーズが多岐にわたるた
め、対応するには人手が必要である。
また、地域活動に関心が薄い区民の
ニーズを把握するのは困難である。

・引き続き基本的な運営や地域活動
の新たな担い手発掘支援に努めると
ともに、必要に応じて地域公共人材等
の活用を検討する。

地域活動協議会が、地域課題やニー
ズにあった活動ができていると感じて
いる校区等地域が5校区等地域以下
であれば、支援の方法を見直すなど
事業を再構築する。

・すでに、10校区等地域で地域活動協
議会が形成されており、全地域に対し
中間支援組織が会計処理等の運営支
援を日常的に行っている。

・地域活動協議会が地域に根差した
活動に注力できるように、全地域を対
象とした会計説明会を実施、地域の企
業等も参加するコミュニティサロンを開
催するなど、基本的な運営支援から、
新たな参加者の発掘支援まで側面か
ら幅広くサポートに努めた。

・6校区等地域

②(ⅰ) ○



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（福島区 ）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成27年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策前年度 　A：順調

　B：順調でない

㋒
本市事務事業の社会的ビ
ジネス化の推進

社会的ビジネス効果が見込まれる事
務事業件数

H29年度まで
に

１件以上

【4-1】
・地域活動協議会が地域課題解決の基盤
として今以上に機能する。

・地域活動を始めたいときにどうすればい
いかなど地域活動に参画しやすい環境が
整っていると感じている区民の割合：平成
27年度までに60%以上

・地域のまちづくりに関するさまざまな活動
主体が幅広く参画し、民主的で開かれた組
織運営と会計の透明性を確保しながら自律
的な運営に取り組めるよう地域活動協議会
を積極的に支援するとともに、そうした地域
運営を行うために形成された地域活動協議
会による法人格の取得など社会的信用を
高めるための取組を支援する。

ア 12.3% 38.9% Ｂ Ｂ ｂ ―

複数の取り組みで目標に達することができ
なかったが、今後は「豊かな地域社会の形
成に向けた区政運営基本方針」に基づい
て、各種事業に取組む。

地域公共人材の充実と中間支援組織の活用

㋐
地域公共人材の充実と活
用の促進

地域の活動において、ファシリテー
ション能力やコーディネート力などを
もった人材が活躍していると感じてい
る区民の割合

H29年度まで
に

50％以上

【4-1】
・住民が地域活動に今以上に参加しやすい
状態

・地域活動を始めたいときにどうすればい
いかなど地域活動に参画しやすい環境が
整っていると感じている区民の割合：平成
27年度までに60%以上

・地域活動に関心のある人たちやこれまで
地域活動に関わりの薄かった人たちが、新
たな地域活動の担い手として活動できる機
会や場の拡充、これらの人たちと地域で活
動している人たちの交流の機会づくりを積
極的に行う。

ア 22.0% 33.0% Ｂ Ｂ ｂ ―

複数の取り組みで目標に達することができ
なかったが、今後は「豊かな地域社会の形
成に向けた区政運営基本方針」に基づい
て、各種事業に取組む。

①29.1％ 25.5% Ｂ

②22.0％ 33.0% Ｂ

③12.3％ 38.9% Ｂ

【4-1】
・地域団体が、より一層民主的で開かれた
組織運営のもと活動できるようになる。

・住民が地域活動に今以上に参加しやすい
状態

・地域活動協議会が地域課題解決の基盤
として今以上に機能する。

・住んでいる地域で、地域団体の活動内容
や会計の状況を知る機会が増えたと感じて
いる区民の割合：平成27年度までに60%以
上

・地域活動を始めたいときにどうすればい
いかなど地域活動に参画しやすい環境が
整っていると感じている区民の割合：平成
27年度までに60%以上

・地域運営にさまざまな活動主体が参画し、
会計をオープンにするなど、地域が一体と
なって運営されていると感じている区民の
割合：平成27年度までに80%以上

・これまで地域活動への関わりが薄かった
人たちなどより幅広い人たちが地域団体の
活動に理解を示し参画するよう、組織運営・
会計の透明性の確保などについて支援す
る。

・地域活動に関心のある人たちやこれまで
地域活動に関わりの薄かった人たちが、新
たな地域活動の担い手として活動できる機
会や場の拡充、これらの人たちと地域で活
動している人たちの交流の機会づくりを積
極的に行う。

・地域のまちづくりに関するさまざまな活動
主体が幅広く参画し、民主的で開かれた組
織運営と会計の透明性を確保しながら自律
的な運営に取り組めるよう地域活動協議会
を積極的に支援するとともに、そうした地域
運営を行うために形成された地域活動協議
会による法人格の取得など社会的信用を
高めるための取組を支援する。

ア Ｂ ｂ

（４）

㋑ 中間支援組織の活用
多様な活動主体が課題やニーズに応
じて中間支援組織から支援を受けて
いると感じている活動主体の割合

H29年度まで
に

50％以上
―

複数の取り組みで目標に達することができ
なかったが、今後は「豊かな地域社会の形
成に向けた区政運営基本方針」に基づい
て、各種事業に取組む。



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（福島区 ）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

㋒
本市事務事業の社会的ビ
ジネス化の推進

社会的ビジネス効果が見込まれる事
務事業件数

H29年度まで
に

１件以上

地域公共人材の充実と中間支援組織の活用

㋐
地域公共人材の充実と活
用の促進

地域の活動において、ファシリテー
ション能力やコーディネート力などを
もった人材が活躍していると感じてい
る区民の割合

H29年度まで
に

50％以上

（４）

㋑ 中間支援組織の活用
多様な活動主体が課題やニーズに応
じて中間支援組織から支援を受けて
いると感じている活動主体の割合

H29年度まで
に

50％以上

○：有効
×：有効でないため見

直す

平成27年度

具体的取組

計画 自己評価

取組内容 課題 改善策　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況
戦略に対する
取組の有効性

【4-1-5】
・中間支援組織も活用して、コミュニ
ティ・ビジネスやソーシャル・ビジネス
や事務事業の社会的ビジネス化につ
いての意義やメリット、具体的な事例
の紹介やその情報等を提供する場を
年間2回程度設け、コーディネートを行
う仕組みづくり、各種研修等の実施、
相談体制の整備等進めていく。

・紹介する場に参加した人のうち、コ
ミュニティ・ビジネスやソーシャル・ビジ
ネスや事務事業の社会的ビジネス化
についての意義等を理解できたと答え
た参加者の割合　50％以上

・コミュニティ・ビジネスやソーシャル・
ビジネスの意義等を理解できたと答え
た参加者の割合が30%に満たない場
合は、事業を再構築する。

・コミュニティ・ビジネスやソーシャル・
ビジネスの意義やメリットについて理
解している。区民24.7％　職員未測定

・コミュニティ・ビジネス/ソーシャル・ビ
ジネスの具体的な事業提案を行い、2
地域(上福地区･野田地区)については
検討に係る説明会を実施した。

18.0%

③ ○

・具体的なコミュニティ・ビジネス/ソー
シャル・ビジネスの実施と絡めて考え
ると、人手や担い手の負担など様々な
課題があり、意義を納得しづらいとい
う声が多い。

・少ない負担から始められるコミュニ
ティ・ビジネス/ソーシャル・ビジネス事
例を探すなど、地域が理解しやすいか
たちで引き続き周知に努める。

【4-1-4】
・｢地域公共人材｣に関する情報を収集
し、地域の要請に応じて派遣する。

・地域活動協議会が、地域課題やニー
ズの把握ができていて、それを解決す
るための活動ができていると感じてい
る。：8校区等地域

・地域活動協議会が、地域課題やニー
ズにあった活動ができていると感じて
いる校区等地域が5校区等地域以下
であれば、支援の方法を見直すなど
事業を再構築する。

― ―

・6校区等地域

②(ⅰ) ○ ―

・引き続き基本的な運営や地域活動
の新たな担い手発掘支援に努めると
ともに、必要に応じて地域公共人材等
の活用を検討する。

・中間支援組織が各地域へ伺って、会
計説明会や初心者に基本操作を習得
してもらうパソコン教室を開催するな
ど、地域が自律的に運営できるように
様々な支援を実施した。

・8団体

①(ⅰ) ○ ―

さらに効果的な支援内容を検討・実施
する。

【4-1-6】
・区として中間支援組織を活用し、地
域活動協議会の自律的な運営支援な
どに取り組む。要請に応じて、地域活
動協議会にファシリテーションを行う人
材の派遣を行い、地域団体の自主的
な活動を促進する。

・中間支援組織から必要な支援を受け
ることができていると感じている地域
活動協議会　：8団体以上

・中間支援組織から必要な支援を受け
ることができていると感じている地域
活動協議会が5団体以下であれば、支
援の方法を見直すなど事業を再構築
する

・すでに、10校区等地域で地域活動協
議会が形成されており、全地域に対し
中間支援組織が会計処理等の運営支
援を日常的に行っている。



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（福島区 ）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成27年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策前年度 　A：順調

　B：順調でない

「自律した自治体型の区政運営」に向けて

区における住民主体の自治の実現

区の様々な取組（施策・事業・イベント
など）の中に、区の特性や地域実情
に応じたものがあると感じる区民の割
合

H29年度まで
に

60％以上

【5-3】
・区長の積極的な情報発信により、区長・区
役所の特色ある施策・事業が区民にとって
身近なものとして認識される。
・区民各々が利用しやすい広報媒体を通じ
て、市政・区政情報を入手できる。

 
・公募区長により、基礎自治に関して、特色
ある施策・事業が展開されていると感じて
いる区民の割合：平成27年度までに80％以
上（無作為抽出区民アンケートにより測定）

・区長が行う地域実情や特性に応じた個性
あふれる区政運営について、その取組や成
果を自ら積極的に区民に対して様々な広報
媒体を通して効果的に情報発信する。

・世代によって利用する媒体や手に入れた
いと思う情報が異なるため、それぞれの
ニーズに合った形で媒体を活用し、広報担
当者のみならず全職員を巻き込んで効果
的・効率的な情報発信を行う。

ア 30.2% 35.4% Ｂ Ｂ ｂ ― ―

㋐
多様な区民の意見やニー
ズの的確な把握と区政情
報の発信

2

（１）

「区民の意見を聴取する機会の拡充」につ
いては、目標に達することができなかった
が、認知度向上に向けた改善策を講じるこ
とでアウトカムの達成に尽力する。

区役所が、区政運営について区民の
意見や要望を反映していると思う区民
の割合

H29年度まで
に

60％以上

【5-1】
区民の日常生活の安全・安心を担う身近な
総合行政の拠点として、区民ニーズを的確
に捉えながら区政運営を行うのみならず、
事業の立案や評価の段階にも区民が参加
できる仕組みを確立する。

①多様な意見やニーズが区に届いていると
感じている区民の割合：平成27年度までに
80％以上（無作為抽出区民アンケートによ
り測定）

②日常生活に関する様々な相談や要望に
ついて、区役所が適切に対応していると感
じている区民の割合：平成27年度までに
80％以上（無作為抽出区民アンケートによ
り測定）

　防犯や福祉、子育て等の各施策に自律的
に取り組むにあたっては、計画段階から多
様な区民との対話や協働により、区の地域
事情や特性に応じて推進していくとともに、
より多くの区民から区政運営を評価してもら
う。また、サイレント・マジョリティなど表面化
しにくいものを含めた多様な区民の意見や
ニーズを的確に把握するよう努め、適宜事
業への反映につなげるのみならず、対応方
向を区民にフィードバックする。さらに、区民
から寄せられた様々な相談や要望を、区長
の指示のもと所管局において適切に対応さ
れるようインターフェイス(仲介)機能を拡充
する。

ア

①37.2%

②78.6％

23.9%

73.0％

Ｂ

B

Ｂ ｂ ―



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（福島区 ）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

「自律した自治体型の区政運営」に向けて

区における住民主体の自治の実現

区の様々な取組（施策・事業・イベント
など）の中に、区の特性や地域実情
に応じたものがあると感じる区民の割
合

H29年度まで
に

60％以上

㋐
多様な区民の意見やニー
ズの的確な把握と区政情
報の発信

2

（１）

区役所が、区政運営について区民の
意見や要望を反映していると思う区民
の割合

H29年度まで
に

60％以上

○：有効
×：有効でないため見

直す

平成27年度

具体的取組

計画 自己評価

取組内容 課題 改善策　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況
戦略に対する
取組の有効性

【5-1-1】
区民モニターを対象に、区政に関する
意見や地域ニーズを把握するため、ア
ンケート調査を実施するとともに結果
を事業に反映させる。
・区民モニターアンケート調査：4回実
施
・区政運営の進捗管理（いわゆる格付
け調査）にかかるアンケート：1回実施

・アンケートの調査結果を事業に反映
させた項目数　：15項目

項目数が7項目以下であれば、事業を
再構築する。

23年度(モニター登録者アンケート)：2
回、回答率 平均66.5%
24年度(無作為抽出アンケート)：3回、
回答率 平均43.6%
25年度(モニター登録者アンケート)：4
回、回答率　平均70.2%
26年度(モニター登録者アンケート)：3
回、回答率　平均67.3%

２７年度(モニター登録者アンケート)：３
回、回答率　平均８４．０％（格付け調
査アンケート（市民局実施））：１回

34項目

①(ⅱ) ○

漸減していっているアンケート回答率
の維持・向上（27年度　1回：88.1％、2
回：84.6％、3回：79.2％）

アンケート依頼時に、アンケートの活
用事例を紹介し、アンケートの有用性
を伝える。

【5-1-2】
　「区長に届け　みんなの声、そして小
さな声」として、区役所各フロア・区民
センター等区内5施設内の計10か所に
ご意見箱を設置するほか、区内各駅も
含め11施設内計20か所に配架して、
局所管事業も含めた区政に対する区
民の意見を広く聴取し、意見やニーズ
を事業に反映させる。さらに、ご意見
に対する回答を区ホームページや庁
内の掲示板に随時掲出する。

・福島区が独自に「区長に届け　みん
なの声、そして小さな声」として区民の
ご意見を受け付けていることを知って
いる区民の割合：70%(区民モニターア
ンケート）

福島区が独自に「区長に届け　みんな
の声、そして小さな声」として区民のご
意見を受け付けていることを知ってい
る区民の割合が50%未満であれば、事
業を再構築する。

・ご意見投稿数
23年度：32件　24年度：202件　25年
度：273件　26年度：224件

ご意見箱設置フロアの見直しがあった
が、その他は計画通り

33%

③ ×

認知度の低さ 広報紙やＳＮＳ（ツイッター・フェイス
ブック）による発信を強化し、認知度の
向上を図る

【5-1-3】
区民が、区政における様々な課題に
ついて意見を述べたり、区政に関する
評価を行う「区政会議」を開催し、委員
の意見を事業に反映する。なお、必要
に応じて部会（分科会）を開催し、テー
マごとの検討も行う。
・区政会議の開催回数：全体会議　4
回、 部会　2回×2部会

・区政会議における委員の意見や評
価を区政運営に反映させた件数　：5
件

区政会議における委員の意見や評価
を区政運営に反映させた件数が0件で
あれば、事業を再構築する。

・区政会議の設置：23年7月
・開催回数、委員の意見や評価を区政
運営に反映させた件数(25年度以降）
23年度：全体会議　2回　部会　1回×
2部会
24年度：全体会議　3回　部会　0回
25年度：全体会議　2回　部会　1回×
2部会、7件
26年度：全体会議　3回　部会　2回×
2部会、5件

全体会議　3回 5件

①(ⅰ) ○

より活発な議論ができる会議にする。 議事内容について、十分に事前周知
する。

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（福島区 ）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成27年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策前年度 　A：順調

　B：順調でない

㋐
多様な区民の意見やニー
ズの的確な把握と区政情
報の発信

区の様々な取組（施策・事業・イベント
など）に関して、あなたの必要とする
情報が伝えられていると感じる区民の

割合

H29年度まで
に

60％以上

【5-3】
・区長の積極的な情報発信により、区長・区
役所の特色ある施策・事業が区民にとって
身近なものとして認識される。
・区民各々が利用しやすい広報媒体を通じ
て、市政・区政情報を入手できる。

・公募区長により、基礎自治に関して、特色
ある施策・事業が展開されていると感じて
いる区民の割合：平成27年度までに80％以
上（無作為抽出区民アンケートにより測定）

・区長が行う地域実情や特性に応じた個性
あふれる区政運営について、その取組や成
果を自ら積極的に区民に対して様々な広報
媒体を通して効果的に情報発信する。

・世代によって利用する媒体や手に入れた
いと思う情報が異なるため、それぞれの
ニーズに合った形で媒体を活用し、広報担
当者のみならず全職員を巻き込んで効果
的・効率的な情報発信を行う。

ア Ｂ ｂ ―30.2% 35.4% Ｂ ―



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（福島区 ）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

㋐
多様な区民の意見やニー
ズの的確な把握と区政情
報の発信

区の様々な取組（施策・事業・イベント
など）に関して、あなたの必要とする
情報が伝えられていると感じる区民の

割合

H29年度まで
に

60％以上

○：有効
×：有効でないため見

直す

平成27年度

具体的取組

計画 自己評価

取組内容 課題 改善策　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況
戦略に対する
取組の有効性

【5-3-1】
区長が、区の広報紙や区のホーム
ページを利用し、区独自の取組や成果
について、区民に対する自らのメッ
セージとして継続的に発信する。
・広報紙及びホームページでの区長
メッセージの掲載：各、月1回以上
・広報紙を全面カラーにし、より見やす
い紙面づくりを行う。

・区ホームページ内「区長の部屋」へ
のアクセス数：前年度比30%増

区ホームページ内「区長の部屋」への
アクセス数増加率が前年度比10%未満
であれば、事業を再構築する。

・区長メッセージの掲載
　　24年度（8月開始）　　広報紙：8回
（月1回）、ホームページ：33回
　　25年度　　広報紙：12回（月1回）、
ホームページ：48回
　　26年度　　広報紙：12回（月1回）、
ホームページ：38回
・区ホームページ内「区長の部屋」へ
のアクセス数
　　26年度：10,891件（25年度より、
15.9%減）
・平成25年5月号より広報紙の全戸配
布を開始

区長メッセージの掲載　　広報紙12回
（月1回）、ホームページ：23回

対前年比4.4%減

③ ×

アクセス数が減少している。 区長出席イベント関連の投稿が減って
いるので、各担当に積極的なコンテン
ツ作成を依頼する。

【5-3-2】
・区民が入手したいと思う情報のニー
ズ把握に努め、そのうえで、区民が毎
月楽しみにするような広報紙を作成す
ることにより、より多くの区民に区政情
報が行き渡るようにする。（広報紙 毎
月1日発行）　また、区民が見たくなる
区ホームページにするため、随時ツ
イッターからホームページへ誘導する
等、情報発信機能をより強化する。
・若い世代、現役世代、団塊の世代、
マンション住民、地域の企業等、あら
ゆる世代などあらゆるターゲットに対し
て、それに対応した広報媒体を活用し
て効果的に区政情報を発信する。

・福島区の広報紙「広報ふくしま」をよ
く読む（年9回以上）区民の割合：前年
度比30%増・福島区ホームページ内の
情報は探しやすい（検索しやすい）と
回答する区民の割合：80%・ホーム
ページアクセス数　　15万件・ツイッ
ターフォロワー数　　 1,600人

・福島区の広報紙「広報ふくしま」をよ
く読む（年9回以上）区民の割合が前
年度に比べて減少した場合は、事業を
再構築する。

・福島区ホームページ内の情報は探し
やすい（検索しやすい）と回答する区
民の割合が65%以下であれば、事業を
再構築する。・ホームページアクセス
数が12万件未満、ツイッターフォロ
ワー数が1,400人未満であれば、事業
を再構築する。

広報紙、区ホームページ、ツイッター
等を活用した情報発信。広報紙に関し
ては、25年5月より全戸配布を実施。
・福島区の広報紙「広報ふくしま」をよ
く読む（年9回以上）区民の割合
　　24年度：40.3%　　　25年度：52.9%
26年度：55.1%
・福島区ホームページ内の情報は探し
やすい（検索しやすい）と回答する区
民の割合
　　24年度：62.7%　　　25年度：未測定
26年度：56.3%
・ホームページアクセス数
23年度：109,282件 24年度：121,761件
25年度：131,303件　26年度：123,335
件
・ツイッターフォロワー数
23年度末：約500人 24年度末：978人
25年度末：1,355人　26年度末：1,538
人

広報紙、ホームページ、ツイッター、
フェイスブック( いいね数：69)での情報
発信

・広報紙をよく読む：45.9％　（前年度
比16.7％減）
・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ　探しやすい：60.3%　ｱｸｾｽ
数：130,541件
・ﾂｲｯﾀｰﾌｫﾛﾜｰ数：1,702人

③ ×

・アンケートで広報紙を「よく読む」と回
答された方の減少
・ホームページアクセス数の伸び悩み

・広報紙については、若年層にも手に
取っていただきやすいように明るめの
デザインに変更する。
・ツイッター、フェイスブックでの発信
と、それらからのホームページへの誘
導を強化する。



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（福島区 ）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成27年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策前年度 　A：順調

　B：順調でない

㋑
区民の参画と協働による区
政運営

区役所が、区の様々な取組（施策・事
業・イベントなど）について、それらの
企画・計画段階において、区民の意
見や要望を反映していると思う区民の
割合

H29年度まで
に

60％以上

【5-1】
区民の日常生活の安全・安心を担う身近な
総合行政の拠点として、区民ニーズを的確
に捉えながら区政運営を行うのみならず、
事業の立案や評価の段階にも区民が参加
できる仕組みを確立する。

①多様な意見やニーズが区に届いていると
感じている区民の割合：平成27年度までに
80％以上（無作為抽出区民アンケートによ
り測定）

②日常生活に関する様々な相談や要望に
ついて、区役所が適切に対応していると感
じている区民の割合：平成27年度までに
80％以上（無作為抽出区民アンケートによ
り測定）

③区政運営について、計画段階から区民と
の対話や協働により進められていると感じ
ている区民の割合：平成27年度までに80％
以上（無作為抽出区民アンケートにより測
定）

区役所が、区の様々な取組（施策・事
業・イベントなど）について、それらの
終了時に意見を聞くなど、区民からの
評価を受け、これらを区政運営の改
善につなげていると思う区民の割合

H29年度まで
に

60％以上

【5-1】
区民の日常生活の安全・安心を担う身近な
総合行政の拠点として、区民ニーズを的確
に捉えながら区政運営を行うのみならず、
事業の立案や評価の段階にも区民が参加
できる仕組みを確立する。

・区政運営について、多様な区民による評
価が区に届いていると感じている区民の割
合：平成27年度までに80％以上（無作為抽
出区民アンケートにより測定）

防犯や福祉、子育て等の各施策に自律的
に取り組むにあたっては、計画段階から多
様な区民との対話や協働により、区の地域
事情や特性に応じて推進していくとともに、
より多くの区民から区政運営を評価してもら
う。また、サイレント・マジョリティなど表面化
しにくいものを含めた多様な区民の意見や
ニーズを的確に把握するよう努め、適宜事
業への反映につなげるのみならず、対応方
向を区民にフィードバックする。さらに、区民
から寄せられた様々な相談や要望を、区長
の指示のもと所管局において適切に対応さ
れるようインターフェイス(仲介)機能を拡充
する。 ア 25.5%

　防犯や福祉、子育て等の各施策に自律的
に取り組むにあたっては、計画段階から多
様な区民との対話や協働により、区の地域
事情や特性に応じて推進していくとともに、
より多くの区民から区政運営を評価してもら
う。また、サイレント・マジョリティなど表面化
しにくいものを含めた多様な区民の意見や
ニーズを的確に把握するよう努め、適宜事
業への反映につなげるのみならず、対応方
向を区民にフィードバックする。さらに、区民
から寄せられた様々な相談や要望を、区長
の指示のもと所管局において適切に対応さ
れるようインターフェイス(仲介)機能を拡充
する。

ア

①37.2%

②78.8%

③34.9%

21.0% Ｂ Ｂ ｂ ―

「区民の意見を聴取する機会の拡充」につ
いては、目標に達することができなかった
が、認知度向上に向けた改善策を講じるこ
とでアウトカムの達成に尽力する。

ｂ ―

「区民の意見を聴取する機会の拡充」につ
いては、目標に達することができなかった
が、認知度向上に向けた改善策を講じるこ
とでアウトカムの達成に尽力する。

23.9%

73.0%

19.9%

Ｂ Ｂ



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（福島区 ）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

㋑
区民の参画と協働による区
政運営

区役所が、区の様々な取組（施策・事
業・イベントなど）について、それらの
企画・計画段階において、区民の意
見や要望を反映していると思う区民の
割合

H29年度まで
に

60％以上

区役所が、区の様々な取組（施策・事
業・イベントなど）について、それらの
終了時に意見を聞くなど、区民からの
評価を受け、これらを区政運営の改
善につなげていると思う区民の割合

H29年度まで
に

60％以上

○：有効
×：有効でないため見

直す

平成27年度

具体的取組

計画 自己評価

取組内容 課題 改善策　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況
戦略に対する
取組の有効性

【5-1-1】
区民モニターを対象に、区政に関する
意見や地域ニーズを把握するため、ア
ンケート調査を実施するとともに結果
を事業に反映させる。
・区民モニターアンケート調査：4回実
施
・区政運営の進捗管理（いわゆる格付
け調査）にかかるアンケート：1回実施

・アンケートの調査結果を事業に反映
させた項目数　：15項目

項目数が7項目以下であれば、事業を
再構築する。

23年度(モニター登録者アンケート)：2
回、回答率 平均66.5%
24年度(無作為抽出アンケート)：3回、
回答率 平均43.6%
25年度(モニター登録者アンケート)：4
回、回答率　平均70.2%
26年度(モニター登録者アンケート)：3
回、回答率　平均67.3%

２７年度(モニター登録者アンケート)：３
回、回答率　平均８４．０％（格付け調
査アンケート（市民局実施））：１回

34項目

①(ⅱ) ○

漸減していっているアンケート回答率
の維持・向上（27年度　1回：88.1％、2
回：84.6％、3回：79.2％）

アンケート依頼時に、アンケートの活
用事例を紹介し、アンケートの有用性
を伝える。

【5-1-2】
　「区長に届け　みんなの声、そして小
さな声」として、区役所各フロア・区民
センター等区内5施設内の計10か所に
ご意見箱を設置するほか、区内各駅も
含め11施設内計20か所に配架して、
局所管事業も含めた区政に対する区
民の意見を広く聴取し、意見やニーズ
を事業に反映させる。さらに、ご意見
に対する回答を区ホームページや庁
内の掲示板に随時掲出する。

・福島区が独自に「区長に届け　みん
なの声、そして小さな声」として区民の
ご意見を受け付けていることを知って
いる区民の割合：70%(区民モニターア
ンケート）

福島区が独自に「区長に届け　みんな
の声、そして小さな声」として区民のご
意見を受け付けていることを知ってい
る区民の割合が50%未満であれば、事
業を再構築する。

・ご意見投稿数
23年度：32件　24年度：202件　25年
度：273件　26年度：224件

ご意見箱設置フロアの見直しがあった
が、その他は計画通り

33%

③ ×

認知度の低さ 広報紙やＳＮＳ（ツイッター・フェイス
ブック）による発信を強化し、認知度の
向上を図る

【5-1-3】
区民が、区政における様々な課題に
ついて意見を述べたり、区政に関する
評価を行う「区政会議」を開催し、委員
の意見を事業に反映する。なお、必要
に応じて部会（分科会）を開催し、テー
マごとの検討も行う。
・区政会議の開催回数：全体会議　4
回、 部会　2回×2部会

・区政会議における委員の意見や評
価を区政運営に反映させた件数　：5
件

区政会議における委員の意見や評価
を区政運営に反映させた件数が0件で
あれば、事業を再構築する。

・区政会議の設置：23年7月
・開催回数、委員の意見や評価を区政
運営に反映させた件数(25年度以降）
23年度：全体会議　2回　部会　1回×
2部会
24年度：全体会議　3回　部会　0回
25年度：全体会議　2回　部会　1回×
2部会、7件
26年度：全体会議　3回　部会　2回×
2部会、5件

全体会議　3回 5件

①(ⅰ) ○

より活発な議論ができる会議にする。 資料の事前配布を徹底し、予備知識
を持って会議に臨んでいただく。

【5-1-2】
　「区長に届け　みんなの声、そして小
さな声」として、区役所各フロア・区民
センター等区内5施設内の計10か所に
ご意見箱を設置するほか、区内各駅も
含め11施設内計20か所に配架して、
局所管事業も含めた区政に対する区
民の意見を広く聴取し、意見やニーズ
を事業に反映させる。さらに、ご意見
に対する回答を区ホームページや庁
内の掲示板に随時掲出する。

・福島区が独自に「区長に届け　みん
なの声、そして小さな声」として区民の
ご意見を受け付けていることを知って
いる区民の割合：70%(区民モニターア
ンケート）

福島区が独自に「区長に届け　みんな
の声、そして小さな声」として区民のご
意見を受け付けていることを知ってい
る区民の割合が50%未満であれば、事
業を再構築する。

・ご意見投稿数
23年度：32件　24年度：202件　25年
度：273件　26年度：224件

ご意見箱設置フロアの見直しがあった
が、その他は計画通り

33%

③ ×

認知度の低さ 広報紙やＳＮＳ（ツイッター・フェイス
ブック）による発信を強化し、認知度の
向上を図る

【5-1-3】
区民が、区政における様々な課題に
ついて意見を述べたり、区政に関する
評価を行う「区政会議」を開催し、委員
の意見を事業に反映する。なお、必要
に応じて部会（分科会）を開催し、テー
マごとの検討も行う。
・区政会議の開催回数：全体会議　4
回、 部会　2回×2部会

・区政会議における委員の意見や評
価を区政運営に反映させた件数　：5
件

区政会議における委員の意見や評価
を区政運営に反映させた件数が0件で
あれば、事業を再構築する。

・区政会議の設置：23年7月
・開催回数、委員の意見や評価を区政
運営に反映させた件数(25年度以降）
23年度：全体会議　2回　部会　1回×
2部会
24年度：全体会議　3回　部会　0回
25年度：全体会議　2回　部会　1回×
2部会、7件
26年度：全体会議　3回　部会　2回×
2部会、5件

全体会議　3回 5件

①(ⅰ) ○

より活発な議論ができる会議にする。 議事内容について、十分に事前周知
する。



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（福島区 ）

個別 全体

ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

　a：順調
　b：順調でない

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針
平成27年度

めざす成果および戦略

項目 成果指標と目標値

計画 自己評価

めざす状態 アウトカム 戦略

戦略のアウトカムに
対する有効性

アウトカムの達成状況

戦略の
進捗状況

課題
今後の対応方向

・
改善策前年度 　A：順調

　B：順調でない

区民に身近な総合行政の拠点としての区役所づくり

㋐
区における市政の総合窓
口機能の充実

過去１年間に、区役所に日常生活に
関する相談や要望を行った区民のう
ち、区役所が、区における市政の総
合窓口として、適切に対応したと思う
区民の割合

H29年度まで
に

80％以上

【5-4】
・職員の意識改革や業務に関するスキル
アップを図り、区民にわかりやすく、便利で
快適なサービスが提供できるようにする。

・より質の高い窓口サービスの向上を図り、
「区役所が変わった」と実感してもらえる区
民の割合を増やす。

①便利で快適なサービスが提供できている
と感じている区民の割合：平成27年度まで
に80％以上（区民モニターアンケート）。

②「区役所が変わった」と実感してもらえる
区民の割合：平成27年度までに80％以上
（区民モニターアンケート）。

・職員の主体性や士気の向上及び職場の
活性化に向けた職員力向上基本プランに
基づく職員マネジメントの推進とコンプライ
アンス遵守の徹底等、市民から信頼される
自律的な職員と組織風土を構築する。

・来庁者や電話等で問合せされた方に職員
が「おもてなしの精神」をもって対応し、全て
の方に満足してもらえるような市民サービ
スの提供に努める。 ア

①49.6％

②61.8％

54.8%

未測定

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

a

　
　区民から寄せられた様々な相談や要望
を、区長の指示のもと所管局において適切
に対応されるようインターフェイス(仲介)機
能を拡充し、対応方向を区民にフィードバッ
クしていることを認知していただけるよう取
り組む必要がある。

「区民の意見を聴取する機会の拡充」につ
いては、目標に達することができなかった
が、認知度向上に向けた改善策を講じるこ
とでアウトカムの達成に尽力する。

区民が満足・納得できる区役所運営

①49.6％

②61.8％

54.8%

未測定

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

㋑
区民が納税者の視点で納
得できる効果的・効率的な
業務運営

効果的・効率的な業務運営に向け、
区の実情や特性に応じて、区役所の
取組が進められていることを知ってい
る区民の割合

H29年度まで
に

60％以上

【5-4】
・証明書発行をはじめとする窓口業務の民
間活用、庶務関係業務やバックオフィス業
務等の集約化により、効率的な業務運営の
構築。

・民間活用により効率的な業務運営を行っ
ていると感じている区民の割合：平成27年
度までに80％以上（区民モニターアンケー
ト）。

・民間活用により、一層効率的な窓口業務
を推進する。

ア 38.60% 38.30% Ｂ Ｂ a

　住民票等の証明書発行業務を民間委託
するなど、民間の力の活用をしているが、
効率的な業務運営が行われていると感じて
いる区民の割合が低く、「どちらとも言えな
い」と回答している方が多くなっている。

　委託事業者のスキルアップを図るととも
に、区役所の業務を効率的・効果的に運営
していることを区民に伝えていく必要があ
る。

（２）

（３）

㋐
庁舎案内や窓口業務にお
けるサービス向上

区役所を過去１年間に訪れた区民の
うち、来庁者への案内サービスや窓
口での応対が良いと感じた区民の割
合

区役所来庁者に対する窓口サービス
に係る民間事業者の覆面調査員によ
る調査（５点満点）での点数

H29年度まで
に

80％以上

H29年度まで
に

3.5点以上

【5-4】
・職員の意識改革や業務に関するスキル
アップを図り、区民にわかりやすく、便利で
快適なサービスが提供できるようにする。

・より質の高い窓口サービスの向上を図り、
「区役所が変わった」と実感してもらえる区
民の割合を増やす。

①便利で快適なサービスが提供できている
と感じている区民の割合：平成27年度まで
に80％以上（区民モニターアンケート）。

②「区役所が変わった」と実感してもらえる
区民の割合：平成27年度までに80％以上
（区民モニターアンケート）。

・職員の主体性や士気の向上及び職場の
活性化に向けた職員力向上基本プランに
基づく職員マネジメントの推進とコンプライ
アンス遵守の徹底等、市民から信頼される
自律的な職員と組織風土を構築する。

・来庁者や電話等で問合せされた方に職員
が「おもてなしの精神」をもって対応し、全て
の方に満足してもらえるような市民サービ
スの提供に努める。

ア a

　自治体トップレベルのサービスを実現する
ため、全職員の接遇スキルを高める必要が
ある。

　外部講師による接遇研修を実施して、職
員一人ひとりの意識改革を図るとともに全
職員の接遇スキルの向上を図る。



区政運営基本方針の成果目標の達成に向けた取組状況について（福島区 ）

豊かな地域社会の形成に向けた区政運営基本方針

項目 成果指標と目標値

区民に身近な総合行政の拠点としての区役所づくり

㋐
区における市政の総合窓
口機能の充実

過去１年間に、区役所に日常生活に
関する相談や要望を行った区民のう
ち、区役所が、区における市政の総
合窓口として、適切に対応したと思う
区民の割合

H29年度まで
に

80％以上

区民が満足・納得できる区役所運営

㋑
区民が納税者の視点で納
得できる効果的・効率的な
業務運営

効果的・効率的な業務運営に向け、
区の実情や特性に応じて、区役所の
取組が進められていることを知ってい
る区民の割合

H29年度まで
に

60％以上

（２）

（３）

㋐
庁舎案内や窓口業務にお
けるサービス向上

区役所を過去１年間に訪れた区民の
うち、来庁者への案内サービスや窓
口での応対が良いと感じた区民の割
合

区役所来庁者に対する窓口サービス
に係る民間事業者の覆面調査員によ
る調査（５点満点）での点数

H29年度まで
に

80％以上

H29年度まで
に

3.5点以上

○：有効
×：有効でないため見

直す

平成27年度

具体的取組

計画 自己評価

取組内容 課題 改善策　①：目標達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施し
なかった

　②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施
しなかった

　③：撤退基準未達成

業績目標 撤退基準
前年度までの
実績

取組実績

業績目標の達成状況
戦略に対する
取組の有効性

【5-4-1】
　市民目線に立った親切・丁寧な対応
が徹底されるよう外部講師による接遇
研修を全職員対象として１回実施し、
職員一人ひとりの意識改革、接遇スキ
ルの向上を図る。
　また、元気アップサポーターを中心に
改善事案を検討し、自主的・自発的な
創意工夫を促して実施を進めること
で、窓口対応の質の向上に取り組む。

・接遇研修受講者アンケートを実施し、
理解度８０％以上
・来庁者アンケートを実施し、職員の対
応・説明満足度７０％以上

業績目標を達成しなければ事業を再
構築する。

25年度以前
　・課長級または外部講師による接遇
研修を実施
  ・接遇研修受講者アンケートを実施
  ・来庁者アンケートを実施
　・窓口改革ＰＴで、区役所業務の格
付け結果が
   良かった他の区役所を視察
　・区の花「のだふじ」を庁舎内へ飾り
付ける
　・電話機へ「あいさつ励行カード」設
置
　・標語ポスターを設置
26年度
　・外部講師による接遇研修を実施(受
講者アンケートも予定)
　・来庁者アンケートを実施(職員の対
応・説明  満足度調査も実施予定)

・外部講師による接遇研修を実施
・職場活性化委員会（旧元気アップサ
ポーター）を中心に窓口案内表示を改
善

・82％(接遇研修受講者アンケートを実
施し、理解度)
・100%(1/28、1/29に来庁者アンケート
を実施。職員の対応・説明満足度)

①(ⅰ) ○

・窓口案内表示を来庁者の目線でわ
かりやすく改善しているが、新たな業
務等に対応するため、常に改良を加
える必要がある。
・自治体トップレベルのサービスを実
現するために、職員の接遇力を一層
向上させる必要がある。

・「区長に届け」等のご意見により、表
示物を見直す。
・接遇研修を実施して、職員の接遇力
を向上させる。

【5-4-1】
　市民目線に立った親切・丁寧な対応
が徹底されるよう外部講師による接遇
研修を全職員対象として１回実施し、
職員一人ひとりの意識改革、接遇スキ
ルの向上を図る。
　また、元気アップサポーターを中心に
改善事案を検討し、自主的・自発的な
創意工夫を促して実施を進めること
で、窓口対応の質の向上に取り組む。

・接遇研修受講者アンケートを実施し、
理解度８０％以上
・来庁者アンケートを実施し、職員の対
応・説明満足度７０％以上

業績目標を達成しなければ事業を再
構築する。

25年度以前
　・課長級または外部講師による接遇
研修を実施
  ・接遇研修受講者アンケートを実施
  ・来庁者アンケートを実施
　・窓口改革ＰＴで、区役所業務の格
付け結果が
   良かった他の区役所を視察
　・区の花「のだふじ」を庁舎内へ飾り
付ける
　・電話機へ「あいさつ励行カード」設
置
　・標語ポスターを設置
26年度
　・外部講師による接遇研修を実施(受
講者アンケートも予定)
　・来庁者アンケートを実施(職員の対
応・説明  満足度調査も実施予定)

・外部講師による接遇研修を実施
・職場活性化委員会（旧元気アップサ
ポーター）を中心に窓口案内表示を改
善

・82％(接遇研修受講者アンケートを実
施し、理解度)
・100%(1/28、1/29に来庁者アンケート
を実施。職員の対応・説明満足度)

①(ⅰ) ○

・窓口案内表示を来庁者の目線でわ
かりやすく改善しているが、新たな業
務等に対応するため、常に改良を加
える必要がある。
・自治体トップレベルのサービスを実
現するために、職員の接遇力を一層
向上させる必要がある。

・「区長に届け」等のご意見により、表
示物を見直す。
・接遇研修を実施して、職員の接遇力
を向上させる。

【5-4-3】
来庁者への案内サービス向上をめざ
し、引き続き窓口サービス部門にフロ
アマネージャーを配置し、適切な窓口
案内や申請書等の記載要領の説明を
行い、来庁者がスムーズに快適に事
務手続きを行える体制を整える。

フロアマネージャーについて、来庁者
アンケートを実施し、満足している区民
の割合：70％以上

フロアマネージャーについてアンケート
を実施し、満足している区民の割合が
60％未満であれば、事業を再構築す
る。

26年度
　・１階フロアに１名配置
　・来庁者アンケート実施
　　職員・フロアマネージャーの対応満
足度95％
25年度以前
　・１階フロアに１名配置
　・窓口サービス満足度調査実施
   「最も良い」と回答した区民の割合
89%

引き続き窓口サービス部門にフロアマ
ネージャーを配置し、適切な窓口案内
や申請書等の記載要領の説明を行
い、来庁者がスムーズに快適に事務
手続きを行える体制を整え、また、2月
からは窓口案内員も申請書の記載説
明業務が出来る体制を整えた。

97%

①(ⅰ) ○

引き続き適切な窓口案内や申請書の
記載要領の説明を行える体制を整え
る必要がある。

来庁者の声を適切に把握し、改善に
つなげる。

【5-4】
・証明書発行をはじめとする窓口業務
の民間活用、庶務関係業務やバック
オフィス業務等の集約化により、効率
的な業務運営の構築。

・民間活用により効率的な業務運営を
行っていると感じている区民の割合：
平成27年度までに80％以上（区民モ
ニターアンケート）。

―

・２６年２月から住民票等の証明書発
行業務を民間委託

・証明書発行をはじめとする窓口業務
の民間委託、庶務関係業務やバック
オフィス業務等の集約化を継続実施。

38.6%

②(ⅰ) ○

住民票等の証明書発行業務を民間委
託するなど、民間の力の活用をしてい
るが、効率的な業務運営が行われて
いると感じている区民の割合が低く、
「どちらとも言えない」と回答している
方が多くなっている。

委託事業者のスキルアップを図るとと
もに、区役所の業務を効率的・効果的
に運営していることを区民に伝えてい
く必要がある。


